
 

○福島市請負工事監督要綱 

 

最終改正  令和７年６月１日  

 

（目的） 

第１条 この要綱は、福島市が発注する土木、建築その他の請負工事（以下「工事」という。）の請負

契約の適正かつ円滑な履行の確保を図るため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）、同法施行

令（昭和２２年政令第１６号）、福島市財務規則（平成１５年規則第３４号。以下「規則」とい

う。）、規則第１４７条第１項に規定する福島市工事請負契約約款（以下「約款」という。）その

他法令に定めるもののほか、工事の監督に関して必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の意義は、規則、約款、福島市請負工事検査規程（平成３１年４月１日

付け訓令第１６号。以下「規程」という。）、福島市請負工事中間検査実施要綱（平成２２年２月

１日制定。以下「中間検査要綱」という。）、福島市請負工事検査事務処理要領（平成２２年２月

１日制定）及び福島市請負工事成績評定要綱（平成２２年１０月１日制定。以下「評定要綱」とい

う。）の例によるほか、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる

ものとする。 

(1) 監督 

「監督」とは、会計法（昭和２２年法律第３５号）第２９条の１１第１項、地方自治法第２３４

条の２第１項、同法施行令第１６７条の１５第１項及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に

関する法律（平成１２年法律第１２７号。以下「入契法」という。）、同法第１７条第１項に基づ

く公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針、公共工事の品質確保の促進に

関する法律（平成１７年法律第１８号。以下「品確法」という。）、同法第９条第１項に基づく公

共工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に推進するための基本的な方針並びに規則第１９２

条の規定により契約図書における発注者の責務を適切に遂行するために、工事過程において、必要

な限度で、工事現場における立会、工程管理等の工事施工状況の確認及び把握等、工事又は工事材

料の検査等を行ったところにより契約の相手方（以下「受注者」という。）に指示をし、契約の適

正な履行を確保する行為をいう。 

(2) 指示 

「指示」とは、監督員（次条に定める監督員をいう。以下同じ。）が受注者に対し、工事の施工

上必要な事項について書面をもって示し、実施させることをいう。 

(3) 承諾 

「承諾」とは、契約図書で明示した事項について、発注者又は監督員若しくは受注者が書面で申

し出た工事の施工上必要な事項について、書面により施工上の行為に同意又は了解することをいう。 

(4) 協議 

「協議」とは、書面により契約図書の協議事項について、発注者と受注者が対等の立場で合議し、

結論を得ることをいい、また、その結果は書面に残さなければならない。 

(5) 提出 

「提出」とは、受注者が監督員に対し、又は監督員が受注者に対し、工事に係る書面又はその他

の資料を説明し、差し出すことをいう。 

(6) 提示 

「提示」とは、受注者が監督員に対し、又は監督員が受注者に対し、工事に係る書面又はその他

の資料を示し、説明することをいう。 

(7) 受理 

「受理」とは、契約図書に基づき受注者の責任において監督員に提出された書面を監督員が受け

取り、内容を把握することをいう。 

 



 

(8) 報告 

「報告」とは、受注者が監督員に対し、工事の施工に関する事項について、書面をもって知らせ

ることをいう。 

(9) 通知 

「通知」とは、監督員が受注者に対し、又は受注者が監督員に対し、工事の施工に関する事項に

ついて、書面をもって知らせることをいう。 

(10) 確認 

「確認」とは、契約図書に示された事項について、監督員が臨場若しくは受注者が提出した関係

資料により、監督員がその内容について契約図書との適合を確かめ、受注者に対して認めることを

いう。 

(11) 立会 

「立会」とは、契約図書に示された項目について、監督員が臨場し、内容を確認することをいう。 

(12) 把握 

「把握」とは、監督員が臨場若しくは受注者が提出又は提示した資料により施工状況、使用材料、

提出資料の内容等について、監督員が契約図書との適合を自ら認識しておくことをいい、受注者に

対して認めるものではない。 

(13) 調整 

「調整」とは、契約図書に示された事項について、工事目的物が具体化されていく段階で生じる

数々の問題を適切に処理し、工事の進捗を円滑に保つことをいう。 

(14) 記録 

「記録」とは、工事における監督の経緯を明らかにしたものをいう。 

(15) 監督員検査 

「監督員検査」とは、施工の各段階で、受注者が確認した施工状況、材料の試験結果等について、

受注者より提出された品質管理記録（品質管理として実施した項目、方法等について確認できる資

料。）に基づき、監督員が設計図書との適否を判断することをいう。 

(16) 検査員 

「検査員」とは、規則第１９４条、約款第３２条及び規程第３条に規定する検査員（依命検査員

を含む。）であり、規程第６条に基づき当該工事の検査の執行を命じられた者をいう。 

(17) 検査 

「検査」とは、会計法第２９条の１１第２項、地方自治法第２３４条の２第１項、同法施行令第 

１６７条の１５第２項及び規則第１９５条第１項並びに規程第５条の規定による検査員が行う給付

の完了の確認をするために行う検査と品確法第７条第１項を踏まえ、技術的水準の向上（工事中及

び完成時の施工状況の確認並びに評価等）を目的とする工事の施工体制、施工状況、出来形、品質

及び出来ばえについて行う技術的な検査の事を総称し、受注者が施工した工事目的物と設計図書と

を照合して確認し、契約の適正な履行を確保することをいう。 

(18) 契約図書 

「契約図書」とは、契約書（約款を含む。）及び設計図書をいう。 

(19) 設計図書 

「設計図書」とは、別冊の図面、仕様書（特記仕様書、共通仕様書）、現場説明書及びこれらの

質問に対する質問回答書をいう。設計図書間に相違がある場合の優先順位は、質問回答書、現場説

明書、特記仕様書、図面、共通仕様書（標準仕様書を含む。）の順番のとおりとする。 

(20) 現場代理人 

「現場代理人」とは、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第１９条の２及び約款第１０条の

規定に基づき、工事の契約の履行に関し、現場に常駐し、運営、取締りを行う者をいい、受注者の

代理として広い権限を行使することができる。ただし、請負代金額の変更、工期の変更、請負代金

の請求及び受領並びに工事関係者に関する措置請求の権限は与えられていない。 

 

 



 

(21) 主任技術者 

「主任技術者」とは、建設業法第２６条第１項の規定に基づき、当該工事現場に配置する技術者

で、工事の施工の技術上の管理をつかさどる者をいい、工事現場における工事を適正に実施するた

め、当該工事の施工計画の作成、工程管理、品質管理その他の技術上の管理及び当該工事の施工に

従事する者の技術上の指導監督の職務を行う者をいう。なお、請負金額が４,５００万円（建築一

式工事にあっては、９,０００万円）以上になる場合は、工事現場ごとに、専任の者でなければな

らない。 

(22) 監理技術者 

「監理技術者」とは、建設業法第２６条第２項の規定に基づき、当該工事を施工するために締結

した下請金額の総額が５,０００万円（建築一式工事にあっては、８,０００万円）以上になる場合

に当該工事現場に配置する技術者で、工事の施工の技術上の管理をつかさどる者をいい、主任技術

者の職務に加え、下請負人を適切に指導、監督するという総合的な役割を担う者をいう。なお、請

負金額が４,５００万円（建築一式工事にあっては、９,０００万円）以上になる場合は、工事現場

ごとに、専任の者でなければならない。 

（監督員） 

第３条 工事の監督は、規則第１９１条第１項の規定に基づき工事監督業務を担当する職員として契約

権者から指定された者（以下「監督員」という。）が行うものとし、監督員の業務は、別表第１及

び別表第２並びに次のとおりとする。 

(1) 工事（規則第１９２条に規定する監督員の一般的職務及び約款第９条第２項に規定する権限を

有する工事を指す。以下同じ。）の監督に関すること 

(2) 評定要綱に定める工事の成績評定に関すること 

(3) 福島市建設工事元請・下請関係適正化指導要綱（平成１１年４月１日制定）及び別に定める

「福島市請負工事現場施工体制点検マニュアル」により、受注者の適正な施工体制の確保等に関

すること 

２ 監督員が前項の権限を行使するときは、書面により行うものとする。ただし、緊急を要する場合に

おいて監督員が、受注者に対し口頭による指示等を行ったときには、後日書面により監督員と受注

者の両者が指示内容等を確認するものとする｡ 

３ 契約図書に定める請求、通知、報告、申出、承諾及び解除については、設計図書に定めるものを除

き、監督員を経由して行うものとする。 

４ 工事等の品質を確保するため、別に定める主たる工種に特殊な工法、新材料を採用する工事、又は

施工条件及び施工難易度が高いと認められる工事、低入札価格調査制度調査対象工事並びに請負金

額が議会議決案件となった工事等については、確認の頻度を増やすこととし、工事の重要度に応じ

て、複数の監督員において監督（以下「重点監督」という。）を行うものとする。 

（監督員の責務） 

第４条 監督員は、別表第３に掲げる区分に応じ、工事等の担当課長等（以下「担当課長等」という。）

の命を受け、規則及び約款並びに契約書、設計図書その他関係書類に基づき、契約履行の過程にお

ける工程管理、品質管理、出来形管理等について、適正かつ効率的に監督を遂行しなければならな

い。 

２ 監督員は、監督の遂行に当たっては、次に掲げる事項に留意するものとする。 

(1) 建設業法第１８条により、請負契約の当事者である発注者と受注者は、対等な立場で、合意し

たことに基づき、契約に定められた条項を誠実に履行しなければならないことから、監督員は、

受注者との信頼関係を保持し、誠意を持って接すること。 

(2) 工事目的物が設計図書に適合しているか否かどうかを確認する場合においては、自らの知識、

経験から主観にとらわれたり、受注者の対応に感情的になったりすることのないよう、常に客観

的かつ公正な判断と態度に心がけること。 

(3) 受注者その他利害関係者に対し常に良識を持ち厳正な態度で臨まなければならない。ただし、

受注者とは対等の立場であるとの認識を持って接しなければならず、受注者に対して優位にある

かのような態度は厳に慎まなければならない。 



 

(4) 契約締結後、受注者に対して、当該工事の目的、契約図書の内容等を正確に説明し、技術的に

完全な工事が遂行されるようにすること。 

(5) 工事の着手に先立ち、受注者と協力して工事の概要を地元関係者及び工事現場付近住民に伝え、

工事に対する理解と協力を求めること。 

(6) 工事に関して、関係機関（警察、消防署、ＪＲ、占用物設置者等）との協議、調整等における

必要な措置を受注者と協力して行わなければならない。 

(7) 工事の適正な施工を確保するため、工事現場を巡視し、工事の施工状況に応じて必要な監督員

検査、立会及び指示を行わなければならない。受注者との協議、確認等を行う場合は、先入観を

持たず、その指示、協議等は具体的かつ明確に行うこと。ただし、受注者に対しての盲目的な信

頼は禁物であり、自らの知識、経験に照らして評価、判断する態度に努めること。 

(8) 受注者、地元関係者及び工事現場付近住民との関係に留意し、紛争及び迷惑を生じないよう努

めなければならない。また、工事に関する苦情、要望等に対しては、速やかに調査を行い、誠意

をもって必要な措置を講じなければならない。 

(9) 当該工事の関係者以外の第三者に対する生命、身体及び財産に関する危害並びに迷惑（以下

「公衆災害」という。）を防止するため、建設業法第２５条の２７第２項による建設工事公衆災

害防止対策要綱（令和元年国土交通省告示第４９６号）に示す計画、設計及び施工の基準を遵守

し、より安全性を高める工夫や周辺環境の改善等を通じ、工事の安全な施工の確保及び公衆災害

の発生防止に万全を期さなければならない。 

(10) 監督員は、監督の実施に当たっては、受注者の業務を不当に妨げることのないようにするとと

もに、監督上知り得た業務上の秘密に属する事項を他に漏らしてはならない。 

３ 監督員は、工事の着手に先立ち、必要に応じて、次に掲げる当該工事に係る事前調査等を行うもの

とする。 

(1) 工事基準点の確認、把握 

(2) 既設構造物の把握 

(3) 支給材料及び貸与品の確認 

(4) 事業損失防止家屋の把握及び受注者と協力した調査及び立会 

(5) 受注者が行う官公庁等への届出の把握 

(6) 約款第１６条に規定する工事用地の把握 

(7) その他必要な事項 

４ 重点監督を要する工事において、２名以上の監督員を置いた場合は、約款第９条第３項に規定する

それぞれの監督員が分担して有する権限の業務内容について、監督員単独ではなく、複数で把握し、

互いに補完しあいながら行うものとする。 

５ 工事の着手前又は工事の途中において、監督員の変更があるときは、前任の監督員は、正確かつ速

やかに、後任の監督員又は指示された者に当該工事に関する必要な事項を引き継ぎ、これを担当課

長等へ報告しなければならない。 

（契約図書に基づく処理方法） 

第５条 監督員は、約款第９条第５項に基づく催告、請求、通知、報告等の書類が提出された場合は、

その内容を十分に検討しなければならない。 

２ 約款第９条第２項及び第４項の規定により契約図書に示された指示、承諾、協議、提出、受理、報

告及び通知並びに確認及び検査等について、特に様式が定められているものを除き、工事打合せ簿

（様式第１号）にて適正に処理するものとし、監督員は、受注者に指示又は協議する必要がある場

合は、速やかに担当課長等に報告しなければならない。 

３ 監督員は、前項の処置を適切に行うため、工事現場等の状況を的確に把握しなければならない。ま

た、問合せ等に対しては、できる限り１日あるいは適切な期限までに回答（ワンデーレスポンス）

するよう努め、１日での回答が困難な場合は、いつまでに回答が必要なのかを受注者に確認のうえ、

期限を連絡するなど、次の段取りができるように、速やかに何らかの対応をしなければならない。

回答した期限を超過する場合は、明らかになった時点で速やかに受注者に新たな回答期限を連絡す

るものとする。 



 

４ 工事打合せ簿については正本を発注者が保管し、副本を受注者が保管するものとする。 

（監督に関する書類の整理） 

第６条 監督員は、工事期間中又は工事竣工時において施工に関する次に掲げる書類（受注者から提出

された書類を含む。）を作成し、又は整理して監督の経緯を明らかにしておかなければならない。 

(1) 約款第３条に規定する請負代金内訳書及び工程表 

(2) 工事の実施状況の記録 

(3) 契約の履行に関する協議事項（軽易なものを除く。）を記載した書類 

(4) 監督員検査又は工事材料の試験若しくは検査の事実を記載した書類 

(5) 完成図書及び保全に関する資料 

(6) その他監督に関する書類 

（施工計画書の受理） 

第７条 監督員は、工事の着手に先立ち、受注者から提出された工事目的物を完成するために必要な手

順や工法等についての施工計画書を審査し、施工計画の内容を把握するものとし、その内容は、監

督員単独ではなく、担当課長等を含めて複数で把握するものとする。ただし、その必要がないと認

めるときは、この限りでない。 

２ 監督員は、前項の施工計画書のうち、品質計画に係る部分について、明示した事項が適正な場合、

承諾するものとする。 

３ 工事着手後に、施工計画書の内容を変更する必要が生じた場合は、受注者から提出される変更又は

追加に係る箇所をその都度更新し、適切に管理するものとする。 

（監督記録） 

第８条 監督員は、規則第１９３条の規定に基づき、当該工事の施工に関する監督、指示、検査及び立

会その他の事項並びにその状況等を工事監督記録（様式第２号）に記録し、担当課長等の確認を受

けなければならない。 

（施工状況の確認及び立会等） 

第９条 監督員は、規則第１９２条第２項の規定に基づき、工事が契約図書のとおり行われているかど

うかを確認及び把握するため又は設計図書及び仕様書の規定により工事の施工に伴う監督員検査を

実施するため、施工段階（段階確認を含む。）において、必要に応じ、工事現場の立会、又は関係

資料を請求するものとし、原則として、監督員の臨場により、出来形、品質、規格、数量等を確認

する｡ 

２ 前項の確認及び監督員検査は、設計図書及び仕様書等に示された確認時期に適切に行うものとし、

受注者から工事確認書（様式第３号）により確認・立会願の請求があったときには、速やかに行う

ものとする。 

３ 監督員は、確認及び監督員検査に先立ち、受注者の社内検査に従事する者（当該工事に従事してい

ない社内の者で、１０年以上の現場経験を有する者。以下「社内検査員」という。）が実施した社

内検査の結果及び品質管理記録について、受注者より提出を受けなければならない。 

４ 監督員は、受注者が定めた社内検査員について、施工計画書により、その氏名、資格、経歴等を確

認しなければならない。なお、社内検査員を変更した場合も同様とする。 

５ 監督員は、第１項の規定にかかわらず、やむを得ない理由により臨場ができない場合は、その旨を

受注者に通知し、施工管理記録、図面、写真、見本等の関係資料の提出を受け、適切な方法により

施工状況等を確認し、担当課長等の承認を得たうえで、立会を書面（机上）に代えることができる

ものとする。ただし、書面（机上）とした場合においても、書面（机上）検査日程の調整や社内検

査等の手続きについては臨場による段階確認と同様の扱いとする。 

６ 約款第１７条第１項の規定に基づき、工事の施工部分が設計図書に適合しないと認めた場合におい

て、監督員は、担当課長等の指示を受け、必要と認められる場合は、受注者に対し、改造の請求を

しなければならない。 

７ 約款第１７条第２項及び第３項の規定に基づき、約款第１３条第２項若しくは第１４条第１項から

第３項までの規定による検査及び立会を請求しないで工事を施工し、かつ、写真その他の方法によ

る記録により当該施工部分の適否を確認することが困難な場合において、監督員は、担当課長等の



 

指示を受け、必要と認められる場合は、工事目的物の一部を破壊し、当該施工部分の確認をするこ

とができる。 

８ 監督員は、確認・立会の結果を確認・立会結果書欄に記録し、その結果を受注者に通知するものと

する。 

９ 監督員は、第３条第１項第３号により施工体制の点検を実施し、現場代理人及び技術者の配置、施

工体制台帳及び施工体系図の作成並びに施工体系図が工事関係者及び公衆が見やすい場所に掲示さ

れているかなど、建設業法及び入契法の規定に違反していないかを随時確認し、改善すべき事項が

あると認められるときは、改善を指示するものとする。 

10 監督員は、受注者が工事を下請負に付している場合において、前項と同様に施工体制の点検を実施

し、当該下請負が建設業法第２２条に規定する一括下請負に付したと認められる場合、又はその疑

いがある場合については、当該事実の確認後、速やかにその内容を担当課長等に報告するとともに、

その指示を受けなければならない。 

11 監督員は、受注者からの履行状況報告又は工程表に基づき工程を把握し、必要に応じて工事促進の

指示を行い、工事が遅延するおそれがあると認められるときは、速やかにその内容を担当課長等に

報告しなければならない。 

12 監督員は、受注者が正当な理由がなく工事に着手しないとき、その他契約の履行が確保されないお

それがあると認められるときは、速やかにその理由を調査して担当課長等に報告しなければならな

い。 

（工事材料等の検査） 

第１０条 監督員は、約款第１３条第２項に規定する工事材料の検査を行う場合は、工事材料検査申請

書（様式第４号）により行い、その結果を受注者に通知するものとする。 

２ 前項の検査は、設計図書に基づき、品質、規格及び数量の適否を検査し、当該検査に合格した工事

材料等を一定の場所に集積させ、不合格又は検査未実施のものと混合しないようにしなければなら

ない。 

３ 検査の結果、不合格となった材料は、速やかに他に搬出させなければならない。 

（支給材料及び貸与品の検査、引渡し） 

第１１条 監督員は、約款第１５条の規定により設計図書に定められた支給材料及び貸与品については、

その品名、数量、品質、規格又は性能を設計図書に基づき検査し、引渡しを行うものとする。 

２ 監督員は、前項の引渡しを行った場合は、受注者より、支給品受領書（様式第５号）又は貸与品借

用書（様式第６号）を受領するものとする。 

３ 第１項の規定による検査の結果、品質又は規格若しくは性能が設計図書の定めと異なる場合又は使

用に適当でないと認められる場合は、これに代わる支給材料若しくは貸与品を引渡す等の措置を講

じなければならない。 

４ 監督員は、工事の完成、変更又は解除等によって支給材料及び貸与品の清算又は返還を受ける場合

は、第１項の検査を行い、受注者より、支給品精算書（様式第７号）又は貸与品返納書（様式第８

号）を受領するものとする。 

（工事現場発生品の処理） 

第１２条 監督員は、設計図書に定められた現場発生品について、引き渡し又はその処理方法について

指示した場合は、受注者より、現場発生品調書（様式第９号）を受領し、規格、数量等を確認し受

入をするものとする。ただし、建築関係工事についてはこの限りでない。 

（建設副産物の処理） 

第１３条 監督員は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）、資源の有効

な利用の促進に関する法律（平成３年法律第４８号）及び建設工事に係る資材の再資源化等に関す

る法律（平成１２年法律第１０４号。以下「建設リサイクル法」という。）等に基づき、工事の施

工に伴い発生する建設副産物が適正に処理されていることを確認しなければならない。 

２ 監督員は、特別管理産業廃棄物のうち特定有害産業廃棄物である石綿含有吹付け材、石綿含有保温

材等及び石綿含有成形板（以下「石綿含有建材」という。）を除去する工事にあっては、前項の法

令のほか、大気汚染防止法（昭和４３年法律第９７号）、労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７



 

号）、石綿障害予防規則（平成１７年厚生労働省令第２１号）その他石綿処理に関する諸法令、石

綿暴露防止対策、特別管理産業廃棄物保管基準、産業廃棄物保管基準等が遵守、徹底されているこ

とを確認しなければならない。 

３ 監督員は、特別管理産業廃棄物のうち特定有害産業廃棄物であるポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）を

含む機器類等や特別管理産業廃棄物である廃油、廃酸、廃アルカリ、鉛蓄電池の電解液、アルカリ

蓄電池の電解液等を廃棄又はフロン、六フッ化硫黄ガス等を回収、処理を行う工事にあっては、第

１項の法令のほか、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法（平成１３

年法律第６５号）その他関係する諸法令、特別管理産業廃棄物保管基準等が遵守、徹底されている

ことを確認しなければならない。 

４ 監督員は、特定建設資材（コンクリート、コンクリート及び鉄から成る建設資材、木材、アスファ

ルト混合物）、土砂、砕石その他の建設資材を搬入する工事又は特定建設資材廃棄物（コンクリー

ト塊、建設発生木材、アスファルト塊）、建設廃棄物（建設汚泥、建設混合廃棄物、金属くず、廃

プラスチック、紙くず、石綿含有建材（飛散性）等）、建設発生土の建設副産物を搬出する工事に

あっては、建設リサイクル法の規定に基づき、適切な処理がされているか把握しなければならない。 

５ 監督員は、工事着手時において、受注者より、建設リサイクルガイドラインに基づく、「再生資源

利用計画書」及び「再生資源利用促進計画書」の提出を受けなければならない。 

６ 監督員は、工事竣工時において、遅滞なく受注者より、建設産業廃棄物処理結果報告書（様式第 

１０号）及び建設リサイクルガイドラインに基づく、「再生資源利用実施書」、「再生資源利用促

進実施書」の提出を受け、実施状況を把握しなければならない。 

７ 監督員は、産業廃棄物が搬出される工事にあっては、産業廃棄物管理票（マニフェスト）等により

適正に処理されていることを確認しなければならない。 

（条件等不一致に関する調査、確認） 

第１４条 監督員は、次の各号に掲げるものについて、約款第１８条第１項の規定に基づき、受注者か

らその事実の確認を請求されたとき又は自らその事実を発見したときは、受注者の立会のうえ、直

ちに調査を行わなければならない。 

(1) 設計図書が一致しないこと 

(2) 設計図書に誤り又は脱漏があること 

(3) 設計図書の表示が明確でないこと 

(4) 設計図書に示された施工条件と実際の工事現場とが一致しないこと 

(5) 設計図書に明示されていない施工条件について、予期することのできない特別の状態が生じた

こと 

２ 監督員は、当該事実の確認後、速やかにその内容を担当課長等に報告するとともに、指示を受け、

受注者に対し、調査結果（措置が必要となるときは当該指示を含む。）を調査終了後１４日以内

（ただし、行政機関の休日に関する法律第１条に規定する行政機関の休日を除く。）に通知しなけ

ればならない。 

（設計図書の変更） 

第１５条 監督員は、前条の確認の結果を含め、約款１９条の規定により設計図書を変更する必要があ

ると認める場合は、当該変更の内容を掌握し、予算の範囲内で処理できることを確認したうえで、

設計変更の理由及び変更内容について決裁権者の承認を受けなければならない。 

２ 工事内容及び工期を変更する場合は、その主な変更概要、具体的な変更理由を記述した変更理由書

を付した設計変更に係る図書を作成し、速やかに所定の手続きを行い、変更の内容を受注者に指示

するものとする。 

３ 監督員は、設計図書の変更に伴い、工期を変更する必要と認められる場合は、工期の算定を適切に

行うものとする。 

４ 設計変更は、請負金額変更の有無にかかわらず、工事打合せ簿により手続きの記録を整備しなけれ

ばならない。 

５ 設計変更に伴う変更契約の手続きは、その必要が生じた都度、遅滞なく行うものとする。 

６ 前項の事務処理は、規則第１６２条第２項により行い、最終の変更契約締結依頼は契約工期の末日



 

から１４日前までに、行うものとする。 

７ 監督員は、請負金額及び工期等に変更がない場合において、現場の納まり、取付け位置又は施工方

法を多少変える程度のもので、軽微なものと認められるときは、監督員の判断により変更すること

ができる。この場合において、監督員は、それらの内容及び状況を、遅滞なく担当課長等に報告す

るとともに、確認を受けなければならない。 

（工事の一時中止） 

第１６条 監督員は、工事の全部又は一部の施工を一時中止する必要があると認められる場合は、担当

課長等に報告するとともに、指示を受け、その内容を、受注者に通知しなければならない。 

２ 監督員は、前項の一時中止を解除する場合は、速やかに受注者に通知しなければならない。 

３ 監督員は、工事の一時中止に伴い、工期を変更する必要と認められる場合は、工期の算定を適切に

行うものとする。なお、工事を中止する際は、あらかじめ中止期間中の維持・管理計画等について、

受注者と協議を行うものとする。 

（臨機の措置） 

第１７条 監督員は、災害防止その他工事の施工上、受注者に臨機の措置をとらせる必要があると認め

られる場合は、担当課長等に報告するとともに、指示を受け、受注者に対し、臨機の措置を請求し

なければならない。 

２ 監督員は、前項に規定するほか、受注者から災害防止その他工事の施工上緊急やむを得ない理由が

あり独断でとった措置について報告を受けたときは、担当課長等に報告しなければならない。 

（損害発生の確認及び報告） 

第１８条 監督員は、約款第３２条に規定する工事目的物の引渡し前に、当該工事目的物若しくは工事

材料その他の工事の施工に関し、受注者から損害の発生についての報告を受けた場合は、直ちに受

注者に事故等発生報告書（様式第１１号）を提出させ、その原因、損害の状況等を確認のうえ、担

当課長等に報告し、その指示を受けなければならない。また、必要に応じて、受注者に対し、二次

災害防止の措置を求めるものとする。 

２ 第三者に及ぼした損害についても、前項の規定を適用するものとする。 

３ 前２項の損害について、発注者がその損害を賠償しなければならないと認められる場合は、監督員

は、必要書類を整理するものとする。 

４ 担当課長等は、福島市競争入札参加停止等取扱要綱（平成１１年４月１日制定）の規定により、次

の各号に該当する事実、又はその疑いがある場合については、監督員にその事実を確認させ、必要

書類を整理のうえ、事故等報告書(様式第１２号)により、速やかに契約検査課長へ報告しなければ

ならない。 

(1) 虚偽記載 

(2) 過失による粗雑工事等 

(3) 契約違反 

(4) 安全管理措置の不適切により生じた公衆損害事故 

(5) 安全管理措置の不適切により生じた工事関係者事故 

５ 監督員は、受注者が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条に規定する暴力団、暴力団員その他の反社会的勢力等が経営又は運営に実質的に関与してい

ると判明した場合、又は受注者が下請契約若しくは資材、原材料の購入契約その他の契約の相手方

として、反社会的勢力等が関与していることを知りながら当該者と契約を締結したと判明した場合

については、その事実を確認のうえ、担当課長等に報告し、その指示を受けるとともに、その結果

について、速やかに契約検査課長へ報告しなければならない。 

（不可抗力による損害の調査及び報告） 

第１９条 監督員は、天災等の不可抗力により、工事目的物、仮設物又は工事現場に搬入済みの工事材

料若しくは建設機械器具に損害が生じ、受注者から損害の発生についての報告を受けた場合は、直

ちに、その原因、損害の状況等を調査し、担当課長等に報告し、その指示を受けなければならない。 

２ 前項の損害について、受注者からその損害による費用の負担を請求された場合は、監督員は、損害

額の請求内容を審査し、必要書類を整理するものとする。 



 

（検査の準備） 

第２０条 監督員は、規程第７条に規定する検査の実施に必要な書類、資機材、人員その他必要なもの

を受注者に指示し、又は自ら準備しなければならない。 

２ 監督員は、検査に先立ち、受注者から提出を受けた、次の各号に掲げる資料及び記録を整理し、検

査員に提示しなければならない。 

(1) 契約に関するもの（契約書等） 

(2) 出来形管理資料（出来形図、出来形管理、出来形数量又は出来形計測資料） 

(3) 施工管理の結果資料（工程表、品質管理資料、品質証明資料、工事写真） 

(4) 安全管理に関する資料 

(5) 設計図書で指示した工事材料の試験結果 

(6) 上記以外の使用材料に関する資料 

(7) 設計図書で指示した施工立会の記録 

(8) 建設産業廃棄物処理結果報告書 

(9) 社内検査結果資料 

(10) その他検査員が必要と認める書類 

（中間検査） 

第２１条 監督員は、契約図書に定めるもののほか、約款第３２条の２第１項及び中間検査要綱の規定

により中間検査が必要と認められる場合は、中間検査の実施を請求しなければならない。 

２ 監督員は、次の各号に該当する工事については、工事着手後速やかに実施工程表を検査員へ提出し

なければならない。ただし、請負金額が５００万円未満の工事等及び評定要綱第３条に規定する評

定の対象とする工事以外の工事等については除く。 

(1) 中間検査要綱第３条第１項第１号から第４号に規定する工事 

(2) 埋め戻し、巻き立て、被覆等により、竣工検査時に出来形、品質の確認が著しく困難になると

予想される工事 

(3) 施工上の重要な変化点で確認を必要とする工事（原則として、工期が複数年度にわたる工事又

は当初請負金額が議会議決案件となった工事をいう。） 

(4) その他、関係部局又は財務部長が必要と認める工事 

３ 前項に該当する工事において、工事着手後に、実施工程に変更が生じた場合は、受注者から提出さ

れる変更実施工程表を、遅滞なく提出するものとする。 

（部分使用及び部分検査） 

第２２条 監督員は、約款第３４条第１項の規定に基づき、工事目的物の全部又は一部を引渡し前に部

分使用を行う必要があるときは、受注者から部分使用承諾書（様式第１３号）により部分使用に係

る承諾を得なければならない。 

２ 監督員は、前項の承諾が得られたときは、速やかに検査を依頼するものとする。 

（部分払及び既済部分検査、特別検査） 

第２３条 監督員は、規則第１５７条及び約款第３８条第２項の規定に基づき、受注者から既済部分検

査請求書（様式第１４号）により出来高に対する部分払の請求があったとき、又は規則第１６１条

及び約款第４４条、第４５条若しくは第４８条、第４９条の規定により契約を解除し、約款第５１

条第１項の規定による部分払をするときは、設計図書と出来形部分等を確認のうえ、当該請求に係

る出来高の調書を作成し、速やかに検査を依頼するものとする。 

（部分引渡し及び一部竣工検査） 

第２４条 監督員は、約款第３９条第１項の規定により部分引渡しを受けようとするときは、部分引渡

しに係る請負代金の額を算定し、速やかに検査を依頼するものとする。 

（竣工検査） 

第２５条 監督員は、受注者から工事完成の確認の請求があったときは、受注者の立会のうえ、直ちに

監督員検査を実施しなければならない。この場合において、出来形、品質に不適合がある工事、未

竣工工事又は修補すべき部分を発見したときは、受注者に対し、これらを是正するよう指示しなけ

ればならない。 



 

２ 監督員は、前項の確認（是正事項の確認含む。）の結果が合格と認められるときは、担当課長等の

命を受けた担当係長等による下検査を受けなければならない。この場合において、監督員は、第 

２０条第２項の資料並びに次の各号に掲げる資料を提示しなければならない。 

(1) 監督員検査の結果及び監督記録 

(2) 関係法令等に基づき官公署並びに行政機関が行う検査結果資料 

(3) 社内検査結果資料（受入検査を含む。） 

(4) 下請負業者の自主検査結果資料 

３ 監督員は、前２項の規定による完成の確認検査を実施したときは、下検査記録書（様式第１５号）

を作成し、その結果を担当課長等に報告しなければならない。 

４ 監督員は、第１項並びに第２項の確認を完了し、受注者から約款第３２条第１項の規定に基づく工

事完成通知書（様式第１６号）の提出があったときは、第２項の下検査の結果が合格と認められ、

かつ、次の各号に示す要件をすべて満たしていることを確認のうえ、同通知書及び第２０条第２項

に示す工事の完成を確認するための図書、資料、記録等を精査し、竣工検査前チェックリスト（様

式第１７号）を添えて、速やかに検査を依頼するものとする。 

(1) 設計図書に示すすべての工事が完了していること 

(2) 監督員の指示した事項がすべて完了していること 

(3) 設計図書に定められた工事関係図書及び記録の整備がすべて完了していること 

５ 第３項の下検査記録書の作成は、前４条の検査に準用するものとする。 

（検査の立会） 

第２６条 監督員は、規程第８条の規定に基づき、検査員が実施する検査に立会、必要な資料の提出や

監督の執行状況の説明を求められたときは、これに応じ、協力しなければならない。 

２ 担当課長等は、監督員が病気、事故その他やむを得ない理由により前項の立会ができないときは、

当該所属職員のうちから工事内容について承知している者を代理として指名し、立会わせなければ

ならない。この場合において、担当課長等は、速やかに契約検査課長へ報告しなければならない。 

（検査の通知） 

第２７条 監督員は、規程第８条の規定に基づき、検査に先立ち、受注者に対し、検査日を通知し、立

会を求めなければならない。 

（工事成績の評定及び通知） 

第２８条 監督員は、当該工事の竣工又は一部竣工を確認したときは、評定要綱に定めるところにより

第１評定者として、第１評定を行うものとする。 

２ 監督員は、請負金額５００万円以上の工事において、当該工事の竣工又は一部竣工検査が終了し、

当該工事の検査員から工事成績評定の結果に関する資料を受理したときは、その結果を担当課長等

に報告し、受注者に対し、評定の結果を通知しなければならない。 

（工事目的物の引渡し） 

第２９条 監督員は、当該工事の竣工又は一部竣工に合格した後に、受注者が工事完成引渡し書（様式

第１８号）により、工事目的物の引渡しを申し出たときは、直ちに当該工事目的物の引渡しを受け

なければならない。 

（関連工事との調整） 

第３０条 監督員は、約款第２条の規定により当該工事に関連する別契約の施工上密接に関連する工事

がある場合は、工事全体の円滑な進捗のため、工程等について相互に支障がないように必要に応じ

て施工について調整し、受注者に対し必要事項を指示するものとする。 

２ 監督員は、特に必要と認められる工事については、定期的に工程会議を行い工事の円滑な進捗を図

らなければならない。 

（監査等） 

第３１条 工事の計画から維持管理までの総合的視点、施工等における技術的視点並びに事務手続き等

に関する監査を目的とした地方自治法第１９９条第５項に基づく随時監査や国庫補助事業等におけ

る会計検査院の検査などが行われるにあたり、監督員は、立会、工事関係書類の提示、説明等を求

められることがあるので十分に配慮しなければならない。 



 

（適用除外） 

第３２条 地方自治法施行令第１６７条の２第１項及び規則第１８５条に規定する随意契約（手続きの

透明性及び公正性の確保に留意。）による請負金額２００万円未満の工事等の監督については、本

要綱によらないことができる。 

２ 災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第１項に規定する地震、洪水、暴風、豪雨、

豪雪その他の異常な自然現象等が原因により生ずる災害並びに同法第９７条に規定する著しく激甚

である災害又は事故等により応急措置若しくは応急復旧(被害の最小化や緊急的に機能回復、原状復

旧を図る工事)が迅速かつ的確に行われるよう措置しなければ市民の生命、身体及び財産に危害又は

市民生活等に重大な支障並びに影響が生じるおそれがあり、かつ、緊急の必要により競争入札に付

することができない工事等（以下「緊急工事」という。）の監督については、本要綱によらないこ

とができる。ただし、地方自治法第２３４条の２第１項に規定する監督の一部省略を認めるもので

はない。 

３ 前項の災害応急対策又は緊急性が高い災害復旧に関する緊急工事にあっては、地方自治法施行令第

１６７条の２第１項第５号に規定する随意契約による契約の場合においても、特別な事由があるも

のを除き、原則として、規程に基づき検査を行うものとする。 

４ 各担当部局等において、特別な事由があると認めるときは、各担当部局において監督の実施に必要

な事項を定めることができる。 

（委託業務等の監督） 

第３３条 設計、測量及び調査の委託その他の請負に係る監督については、この要綱に準じて行うもの

とする。 

（委任） 

第３４条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施について必要な事項は別に定めるものとする。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成２２年１０月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

この要綱の規定は、この要綱の施行の日（以下「施行日」という。）から以降に契約する工事から

適用し、施行日以前に契約した工事の監督は、なお従前の例による。 

（名称変更） 

この要綱による改正前の福島市請負工事監督員執務要綱（平成２２年１０月１日施行）を、この要

綱による改正後の福島市請負工事監督要綱に名称変更する。 

附 則 

この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年１月２９日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年５月６日から施行する。 

 



 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年１月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和７年２月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和７年６月１日から施行する。 

 



 

別表第１（監督に係る業務範囲 第３条関係） 

 

                  

 

基本事項 

・定義 

・契約の履行の確保 

・円滑な施工の確保 

 第 ２条 定義  

  第 ３条 監督員  

  第 ４条 監督員の責務  

  第 ５条 設計図書に基づく処理方法  

  第 ６条 監督に関する書類の整理  

  第 ８条 監督記録  

  第３０条 関連工事との調整  

  第３１条 監査等  

         

 事前準備  第 ７条 施工計画書の受理  

         

 
工事監督 

・工程管理 

・出来形管理 

・品質管理 

 第 ９条 施工状況の確認及び立会等  

  第１０条 工事材料等の検査  

  第１１条 支給材料及び貸与品の検査、引渡し  

  第１２条 工事現場発生品の処理  

  第１３条 建設副産物の処理  

         

 条件変更 

・協議 

・契約変更 

 第１４条 条件等不一致に関する調査、確認  

  第１５条 設計図書の変更  

  第１６条 工事の一時中止  

         

         

 

工事完成確認 

・準備 

・書類の整理 

・依頼 

 第２０条 検査の準備  

  第２１条 中間検査  

  第２２条 部分使用及び部分検査  

  第２３条 部分払及び既済部分検査、特別検査  

  第２４条 部分引渡し及び一部竣工検査  

  第２５条 竣工検査  

         

 
工事検査 

・成績評定 

 第２６条 検査の立会  

  第２７条 検査の通知  

  第２８条 工事成績の評定及び通知  

         

 

臨機の措置 

 第１７条 臨機の措置  

  第１８条 損害の発生の確認及び報告  

  第１９条 不可抗力による損害の調査及び報告  

         

 引渡し  第２９条 工事目的物の引渡し  

         

                  

  

 

 

 



 

 

別表第２（監督に係る業務フロー 第３条関係） 
凡例 規程:福島市請負工事検査規程 中間:福島市請負工事中間検査実施要綱 事務:福島市請負工事検査事務処理要領 

評定:福島市請負工事成績評定要綱 監督:福島市請負工事監督要綱 
                      

受注者   監督員   検査員 
                      
     契約              
                      
 工程表、                  

 請負代金内訳書の作成     工程表の提出 

・議会議決案件工事 

・低入札価格調査制度対象工事 

・補助事業工事（一定額以上） 

（監督第２１条） 

 

 

中間検査の検討 

    （約款第３２条の２） 

    （中間第３条、第４条） 

 

（約款第３条） 

配置技術者 

 

 
                      
 施工計画書の作成 

・仮設計画 ・施工計画 ・工程管理 

・品質管理 ・安全対策 ・試験、検査 

                

         施工計画書の受理 

（監督第７条） 

【福島市請負工事現場施工体制点検マニュアル】 

ワンデーレスポンス（監督第５条） 

 

                      
   工事打合せ（指示・協議）、関連工事との調整 

（監督第５条、第３０条） 

  臨機の措置 

（監督第１７条～第１９条） 

    

                      
   工事施工状況の確認（段階確認及び立会） 

（監督第９条～第１３条） 

  立入り調査 

（事務第１４条） 

    

                      
   

条件変更（協議・確認・指示） 

（約款第１８条、第２４条、第２５条） 

（監督第１４条～第１６条） 

【福島市請負工事設計変更要領】 

【福島市工事請負契約設計変更ガイドライン】 

  

              

                      
     契約変更              
                      
 施工計画書（変更）の作成                  

      施工計画書（変更）の受理          
              

・一部竣工検査・既済部分検査 

・中間検査・部分検査 

（規程第５条）（事務第９条～第１２条） 

（中間第４条）（監督第２１条～第２４条） 

  
 

工事の完成報告 

・社内検査（監理者検査） 

・提出書類 

・官公署検査 

           
            
            
            
            
            
            
                  
       検査の準備 

・監督員検査（記録書） ・下検査（記録書） 

・工事監督記録 ・竣工検査前チェックリスト 

（監督第８条、第２０条、第２５条） 

 

 

竣工検査の日程調整 

    ・検査日の決定 

 

確認、合格 

  
                      
 工事完成通知書の提出 

（監督第２５条） 

                 

         
工事完成通知書の受理 

・竣工検査の依頼 

・工事成績評定 

（事務第８条） 

（評定第５条、第８条） 

（監督第２８条） 

         

            
受理した日から起算して３日以内 

（収受日を含み、土日祝除く） 

 

                  

              検査員の指定 

（規程第６条） 

 

      検査の通知（日時、検査員） 

（規程第８条） 

（監督第２７条） 

      

 
竣工検査の準備 

・出来形図、管理、計測資料 

・施工体制台帳 

・社内検査結果資料（品質） 

・建退共受払簿 

              

     
検査に必要な書類の提出 

・契約図書、資料及び記録 

・成績評定に関する資料 

（事務第８条） 

      

         
検査日の３日前 

（土日祝除く） 

 

           
                

竣工検査 

工事完成通知書を受理した日から起算して１４日以内（収受日、土日祝含む）  （約款第３２条）（規程第７条）（監督第２６条） 
                      
                 

竣工検査の結果報告 

・請負工事竣工検査復命書 

・工事成績評定表等の作成 

（規程第１０条、第１１条） 

（事務第７条、第８条） 

（評定第５条、第６条） 

 

             
合否判定 

 

                  

         評定結果の通知 

（評定第７条） 

（監督第２８条） 

      

                   
 

工事完成引渡し書の提出 

（監督第２９条） 

    
 

         

 
 

    
工事目的物の引渡し 

（監督第２９条） 

         



 

 

別表第３（監督に係る業務分掌標準一覧表 第４条関係） 

 

凡例：◎業務調整者 ●担当者 ○報告・指示事項 

業務分担 

職名 

事項 

統括  総括  監督員 

 
部長 

次長 
課長 係長  

（１）契約の履行の確保      

ア 契約図書の内容の把握 

イ 工事打合せ 

ウ 施工計画書の受理 

エ 施工体制の把握 

オ 契約書及び設計図書に基づく指示、承諾、協議、

通知及び提出、届出の受理等［様式第１号］ 

カ 関連工事との調整 

キ 工程把握及び工事促進指示 

ク 部分払請求時の出来高の確認［様式第１４号］ 

ケ 条件変更に関する確認、調査、検討、通知 

コ 変更設計資料等の確認 

軽易 

なもの 
 ○ ◎ ● 

重要 

なもの 
○ ◎ ○ ● 

サ 工事の変更及び一時中止の手続き 

 (１) 工事の内容及び工期の変更 

 (２) 工事の中止及び中止に伴う工期の延長 

シ 契約事務担当者等への報告 

 (１) 工事の内容及び工期の変更、工事一時中止の検

討 

 (２) 一般的な損害の調査 

 (３) 不可抗力による損害の調査 

 (４) 第三者に及ぼした損害の調査 

  ［様式第１１号］［様式第１２号］ 

 (５) 中間前金払請求時の認定要件の確認 

 (６) 部分払請求時の出来高の確認 

 (７) 工事関係者に関する措置請求 

 (８) 契約解除に関する必要書類の作成及び措置請求 

 ○ ◎ ○ ● 

（２）施工状況の確認等      

ア 事前調査等 

イ 工事測量等  

ウ 施工状況の把握 

エ 指定材料の確認［様式第４号］ 

オ 施工状況の確認段階確認を含む［様式第３号］ 

カ 建設副産物の適正処理状況等の把握 

キ 改造請求及び破壊による確認 

ク 支給材料及び貸与品の確認、引渡し 

  ［様式第５号］［様式第６号］ 

  ［様式第７号］［様式第８号］ 

ケ 工事現場施工体制点検マニュアル 

軽易 

なもの 
 ○ ◎ ● 

重要 

なもの 
○ ◎ ○ ● 



 

 

 

 

凡例：◎業務調整者 ●担当者 ○報告・指示事項 

業務分担 

職名 

事項 

統括  総括  監督員 

 
部長 

次長 
課長 係長  

（３）円滑な施工の確保      

ア 地元対応 

イ 関係機関との協議・調整重要 

軽易 ○ ○ ◎ ● 

重要 ○ ◎ ○ ● 

（４）検査      

ア 検査の準備［様式第１７号］ 

イ 検査日の調整 
    ● 

ウ 工事の下検査［様式第１５号］ 

エ 工事監督記録［様式第２号］ 

オ 工事完成通知書の受理［様式第１６号］ 

カ 部分使用に関する承諾［様式第１３号］ 

  ◎ ○ ● 

キ 検査日の通知     ● 

ク 工事完成検査等の立会   ○ ◎ ● 

ケ 工事成績の評定 

コ 工事成績評定の通知 
 ○ ◎ ○ ● 

（５）その他      

ア 電子納品に関する協議、電子成果品の確認等 

イ 現場発生品の処理［様式第９号］ 

ウ 現場発生品の処理［様式第１０号］ 

エ 工事目的物の引渡し［様式第１８号］ 

  ○ ◎ ● 

オ 臨機の措置 

カ 事故等に対する措置 
 ○ ◎ ○ ● 

 

注 

 １ 本表は監督にかかる判断・処理の標準的なものであるので、工事の特殊性等によりこれにより

難い場合は、その都度所管部長等の指示を受けるものとする｡ 

 ２ 業務調整者は問題案件に係る関係機関との調整及び処理を行うものとする｡なお、問題の重要性

によっては統括(部長又は次長)が業務調整者になることが出来るものとする｡ 

 ３ 支所において監督業務を行う場合の統括は予算を所管する部長又は次長、総括は支所長又は担

当係長が行うものとする。 

 

 



 

 

様式第１号（第５条関係） 

 

  部 長 次 長 課 長 課長補佐 係 長 監督員    

           

 

  工 事 打 合 せ 簿 
 

発 議 者 □発注者 □受注者 発 議 年 月 日     年  月  日 

発 議 者 名  

発 議 事 項 
□指示  □承諾  □協議  □提出  □報告  □通知  □確認  □その他 

（  ） 

契 約 番 号 第 号 

工 事 名  

工 事 場 所  

（内 容）      

 

添付図 葉、その他添付図書    

 

処

理

・

回

答 
発

注

者 

上記について 

 □指示  □承諾  □協議  □受理  □通知  □確認  □その他   します。 

指示事項・協議結果等 

  

 

監督員 職・氏名      年  月  日 

受

注

者 

上記について 

 □了解  □協議  □提出  □報告  □確認  □その他   します。 

提出・報告内容等 

  

 

現場代理人 
会社名・氏

名 
     年  月  日 

 発注者の決裁区分は、内容の重要度を勘案し、部長又は課長決裁とする。 

 



 

 

様式第２号甲（第８条関係） 

 

    部 長 次 長 課 長 課長補佐 係 長 監督員 

 

  

       

 

 

  工 事 監 督 記 録 
 

  監督員職氏名  

契 約 番 号 第 号 

工 事 名  

工 事 場 所  

受 注 者 
 

現場代理人  主任(監理)技術者  

請 負 金 額  当初  変更後  

契 約 工 期 
着工 

当初 
    年  月  日 

変更後 
    年  月  日 

完成     年  月  日     年  月  日 

完成年月日       年  月  日     

検査年月日       年  月  日     

 

監 督 事 項   

月 日 項 目 指示・報告内容及び検査結果 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    



 

 

様式第２号乙（第８条関係） 

 
監 督 事 項   

月 日 項 目 指示・報告内容及び検査結果 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    



 

 

様式第３号（第９条関係） 

 

    部 長 次 長 課 長 課長補佐 係 長 監督員 

 

  

       

 

 

  工 事 確 認 書 
 

確 認 ・ 立 会 願 
        年  月  日 

 下記について確認・立会を願いたい。 

   受注者   

   現場代理人   

 契 約 番 号 第  号             

 工 事 名   

 事 項 位 置 等  

    

 

 

確認・立会結果 

     

 上記について確認・立会を実施し、確認した。 

   立会者   

   （監督員）  ㊞ 

 確認・立会年月日     年  月  日  

 方 法 現 地  ・ 書 面（机上）  

 結 果 判 定   

 

指 示 事 項 

（ 記 事 ） 

 

 

 

 

 

  

 

 

 指示事項等処理完了確認     年  月  日 監督員職氏名  ㊞  



 

 

様式第４号（第１０条関係） 

 

    部 長 次 長 課 長 課長補佐 係 長 監督員 

 

  

       

 

 

  工 事 材 料 検 査 申 請 書 
 

        年  月  日 

契 約 権 者     

  
受注者  

住 所  

  氏 名  

 

  請け負いました下記工事における、工事材料の検査を申請します。 

 

記 

 

契 約 番 号 第 号 

工 事 名  

工 事 場 所  

 

材 料 名 品質規格 単位 契約数量 確認数量 合格数量 合格数量累計 残 量 数 備 考 

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

 

   上記のとおり受注者から工事材料の検査依頼を受けましたので、調査した結果、合格と認めます。 

 

        年  月  日 

         監督員職氏名          ㊞



 

 

様式第５号（第１１条関係） 

 

    部 長 次 長 課 長 課長補佐 係 長 監督員 

 

  

       

 

 

  支 給 品 受 領 書 
 

        年  月  日 

契 約 権 者     

  
受注者  

住 所  

  氏 名  

 

  請け負いました下記工事における、福島市工事請負契約約款１５条の規定に基づく支給品を受領しました。 

 

記 

 

契 約 番 号 第 号 

工 事 名  

工 事 場 所  

 

品 名 規 格 単位 数量 備 考 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     



 

 

様式第６号（第１１条関係） 

 

    部 長 次 長 課 長 課長補佐 係 長 監督員 

 

  

       

 

 

  貸 与 品 借 用 書 
 

        年  月  日 

契 約 権 者     

  
受注者  

住 所  

  氏 名  

 

  請け負いました下記工事における、福島市工事請負契約約款１５条の規定に基づく貸与品を借用しました。 

 

記 

 

契 約 番 号 第 号 

工 事 名  

工 事 場 所  

 

品 名 規 格 単位 数 量 貸与期間 借用場所 返納場所 貸与条件 

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

 ※貸与条件欄には、物品管理者が貸与にあたり付した条件を記入すること。



 

 

様式第７号（第１１条関係） 

 

    部 長 次 長 課 長 課長補佐 係 長 監督員 

 

  

       

 

 

  支 給 品 清 算 書 
 

        年  月  日 

契 約 権 者     

  
受注者  

住 所  

  氏 名  

 

  請け負いました下記工事における、福島市工事請負契約約款１５条の規定に基づく支給品の清算をします。 

 

記 

 

契 約 番 号 第 号 

工 事 名  

工 事 場 所  

 

品 名 規 格 単位 
数 量 

返納場所 
支給 使用 残量 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

 

   上記のとおり受注者から支給品の清算を受けましたので、調査した結果、事実に相違ないことを確認しました。 

 

        年  月  日 

         監督員職氏名          ㊞



 

 

様式第８号（第１１条関係） 

 

    部 長 次 長 課 長 課長補佐 係 長 監督員 

 

  

       

 

 

  貸 与 品 返 納 書 
 

        年  月  日 

契 約 権 者     

  
受注者  

住 所  

  氏 名  

 

  請け負いました下記工事における、福島市工事請負契約約款１５条の規定に基づく貸与品の返納をします。 

 

記 

 

契 約 番 号 第 号 

工 事 名  

工 事 場 所  

 

品 名 規 格 単位 数 量 貸与期間 借用場所 返納場所 備 考 

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

 

   上記のとおり受注者から貸与品について、返納を受けましたので確認しました。 

 

        年  月  日 

         監督員職氏名          ㊞



 

 

様式第９号（第１２条関係） 

 

    部 長 次 長 課 長 課長補佐 係 長 監督員 

 

  

       

 

 

  現 場 発 生 品 調 書 
 

        年  月  日 

契 約 権 者     

  
受注者  

住 所  

  氏 名  

 

  請け負いました下記工事における、現場発生品が生じましたので引渡します。 

 

記 

 

契 約 番 号 第 号 

工 事 名  

工 事 場 所  

 

品 名 規 格 単位 数量 備 考 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 

   上記のとおり受注者から現場発生品について、引渡しを受けましたので確認しました。 

 

        年  月  日 

         監督員職氏名          ㊞



 

 

様式第１０号（第１３条関係） 

 

    部 長 次 長 課 長 課長補佐 係 長 監督員 

 

  

       

 

 

  建設産業廃棄物処理結果報告書 
 

        年  月  日 

契 約 権 者     

  
受注者  

住 所  

  氏 名  

 

  請け負いました下記工事における、建設産業廃棄物については適正に処理したことを報告します。 

 

記 

 

契 約 番 号 第 号 

工 事 名  

工 事 場 所  

 

廃材の種類 数量 処理方法 
処理施設名称及び 

処理施設所在地 
運搬距離 備 考 

  最終･中間･再利用    

  最終･中間･再利用    

  最終･中間･再利用    

  最終･中間･再利用    

  最終･中間･再利用    

  最終･中間･再利用    

  最終･中間･再利用    

  最終･中間･再利用    

  最終･中間･再利用    

  最終･中間･再利用    

  最終･中間･再利用    

  最終･中間･再利用    

 

 報告書は、福島市が発注する土木、建築その他の請負工事に係る建設産業廃棄物について提出すること。 

 報告書は、産業廃棄物管理票（マニフェスト）等による確認、集計後、遅滞なく提出すること。 

 処理方法は、該当する箇所を○印で囲むこと。（最終:最終埋立処分、中間:中間処理 

 運搬距離は、発生現場から処理施設所在地までの距離を記入すること。ただし、再利用の場合は、再利用する場所ま

での距離とする。 

 報告書には、産業廃棄物管理票のＤ票又はＥ票の写しを添付すること。 

 欄に不足が生じる場合は、様式を適宜作成すること。 

 



 

 

様式第１１号甲（第１８条関係） 

 

    部 長 次 長 課 長 課長補佐 係 長 監督員 

 

  

       

 

 

  事 故 等 発 生 報 告 書 
 

        年  月  日 

契 約 権 者     

  
受注者  

住 所  

  氏 名  

 

  請け負いました下記工事において、工事関係者事故（公衆損害事故）が発生したので、下記のとおり報告します。 

  （福島市競争入札参加停止等取扱要綱（平成１１年４月１日制定）第７条関連） 

 

記 

 

  監督員職氏名  

契 約 番 号 第 号 

工 事 名  

工 事 場 所  

受 注 者 
 

現場代理人  主任(監理)技術者  

請 負 金 額  

契 約 工 期 
着工     年  月  日 

完成     年  月  日 

 

事故発生日時     年  月  日（  ）       時  分 頃 

事故発生場所  

被 災 者 死亡     人 負傷     人 物損         円 

 

氏 名   

 生年月日     年  月  日生 生年月日     年  月  日生 

 年 齢  性 別  年 齢  性 別  

住 所   

勤 務 先   

被災の程度   

物損の内容 死亡・負傷(全治      入院      ) 
死亡・負傷(全治      入

院      ) 



 

 

様式第１１号乙（第１８条関係） 

 

事故発生の状況 

 

 ・どのような場所で ・どのような作業をしている時に ・どのような物又は環境で 

 ・どのような不安全な又は有害な状況にあって ・どのようにして事故が発生したか 

  等を詳細に記入し被災状況を図示すること 

事故発生の原因 

安全衛生管理の措置が適切であったか 

 

労働安全衛生法及び同規則違反の疑いがあるか 

 

安全管理の程度 

Ａ 著しく安全管理義務を怠っていたと認められる 

Ｂ 安全管理上の問題が認められ、請負者の安全管理の措置が不適切であったと認められる 

Ｃ 請負者の安全管理の措置は、概ね適切であったと認められる 

そ の 他  

 

 報告書は、福島市が発注する土木、建築その他の請負工事に係る事故等について提出すること。 

 報告書は、事故発生後速やかに提出すること。 

 報告書には、図面、写真等の事故等の発生状況等が判別できる書類及び労働者死傷病報告書（労働安全衛生規則第９

７条関係様式）の写しを添付すること。 

 被災者等で欄に不足が生じる場合は、様式を適宜作成すること。 

 



 

 

様式第１２号(第１８条関係)  

 

部 長 次 長 課 長 課長補佐 係 長 係 員 室 長 主任検査員 検査員 

           

 
  年  月  日 

契約検査課長  様 

課長 

 

事 故 等 報 告 書 
（福島市競争入札参加停止等取扱要綱第７条関連） 

 
下記工事について発生した事故等について報告いたします。 

契 約 番 号  

工 事 名  

工 事 場 所  

受 注 者 
 

現場代理人  主任（監理）技術者  

請 負 金 額  

契 約 工 期 
着工  

完成  

事 故 概 要  

 事故発日時     年  月  日（  ）       時  分 頃 

 事故発生場所  

 被 災 者  

 
事故発生状況 

及び経緯 
 

過 失 概 要  

 虚偽記載等  

今後の対策 

 

監督員職氏名  連絡先  

 

 添付資料 事故等発生報告書 一式



 

 

様式第１３号（第２２条関係） 

 

部 分 使 用 承 諾 書 
  

年   月   日  

受注者               様 

契約権者                   

 下記工事について、引渡し前に工事目的物の一部を使用したいので、福島市工事請負契約 

約款第３４条第１項の規定により部分使用を承諾願います。 

契 約 番 号  

工 事 名  

工 事 場 所  

請 負 金 額  

契 約 工 期       年  月  日       年  月  日 

承 諾 事 項 

（部分使用する理由） 

 

（部分使用する箇所） 

 

（部分使用する期間） 

自     年  月  日 至     年  月  日 

 

請け負いました上記工事について、福島市工事請負契約約款第３４条第１項の規定により 

部分使用を承諾するとともに、福島市請負工事検査規程第５条の規定による部分検査に立会 

いたします。 

   年   月   日  

  住 所  

 受 注 者 商号又は名称  

  氏 名  
 

  福島市長 



 

 

様式第１４号（第２３条関係） 

 

部 長 次 長 課 長 課長補佐 係 長  係 員   

         

既 済部 分検 査請 求書 

契 約 番 号  

工 事 名  

工 事 場 所 福島市 

請 負 金 額 ￥ 

契 約 締 結 日 年   月   日 

契 約 工 期 年   月   日 年   月   日 

着 手 年 月 日 年   月   日 

   

 

請け負いました上記工事について、福島市工事請負契約約款第３８条第２項による工事

請負代金の部分払を請求したいので、同条第３項に定める工事既済部分の検査を請求しま

す。 

 

 

   年   月   日  

  住 所  

 受 注 者 商号又は名称  

  氏 名  

 

 

  福島市長 



 

 

様式第１５号（第２５条関係） 

 

    部 長 次 長 課 長 課長補佐 係 長 監督員 

 

  

       

 

 

  下 検 査 記 録 書 
 

  監督員職氏名  

契 約 番 号 第 号 

工 事 名  

工 事 場 所  

受 注 者 
 

現場代理人  主任（監理）技術者  

請 負 金 額  当初  変更後  

契 約 工 期 
着工 

当初 
    年  月  日 

変更後 
    年  月  日 

完成     年  月  日     年  月  日 

  

検 査 区 分 □竣 工 □一部竣工 □中 間 □部 分 □既済部分 

 

監督員検査 検査年月日     年  月  日 是正確認     年  月  日 

結 果 判 定 合 格  ・  不 合 格 

指 示 事 項  

 

係 長 検 査 検査年月日     年  月  日 是正確認     年  月  日 

結 果 判 定 合 格  ・  不 合 格 

指 示 事 項  

 



 

 

様式第１６号（第２５条関係） 

 

部 長 次 長 課 長 課長補佐 係 長  係 員   

         

工 事 完 成 通 知 書 

契 約 番 号  

工 事 名  

工 事 場 所 福島市 

請 負 金 額 ￥ 

契 約 締 結 日 年   月   日 

契 約 工 期 年   月   日 年   月   日 

着 手 年 月 日 年   月   日 

完 成 年 月 日 年   月   日 

 

請け負いました上記工事について、完成しましたので、福島市工事請負契約約款第３２

条第１項の規定により通知します。 

 

 

   年   月   日  

  住 所  

 受 注 者 商号又は名称  

  氏 名  

 

 

  福島市長 

 
 



 

 

様式第１７号（第２５条関係） 

  竣 工 検 査 前 チ ェ ッ ク リ ス ト 

  監督員職氏名  

契 約 番 号 第 号 

工 事 名  

 

番号 項目 有・済 無・未 

１ 工事検査依頼書（工事完成通知書を受理した日から起算して３日以内） □ □ 

２ 契約書（現場代理人及び主任技術者等の資格等の確認、技術者変更届の有無） □ □ 

３ 変更契約書（変更設計金額のシステム入力修正） □ □ 

４ 下検査記録書 □ □ 

５ 工事監督記録 □ □ 

６ 工事成績評定 □ □ 

７ 工事完成通知書（既済部分検査請求書、部分使用承諾書） □ □ 

８ 工事写真（工事施工前、竣工、経過、建退共シール、黒板、補足説明） □ □ 

９ 実施工程表（工程管理に関する書類）、変更工程表 □ □ 

１０ 施工計画書（施工体制に関する書類）、変更施工計画書 □ □ 

１１ 施工体制台帳の写し（下請負関係者一覧表） □ □ 

１２ 施工図、承諾図 □ □ 

１３ 出来形管理資料（出来形図、出来形管理、出来形数量又は出来形計測資料） □ □ 

１４ 品質管理資料（品質証明、出荷証明関係書類） □ □ 

１５ 使用資材、工事材料確認資料（設計図書で指示した工事用材料の試験結果） □ □ 

１６ 官庁等届出書類 □ □ 

１７ 各種試験成績書 □ □ 

１８ 工事打合せ議事録（打合せ簿、協議書、承諾書） □ □ 

１９ 確認・立会記録（設計図書で指示した施工立会の記録） □ □ 

２０ 社内検査結果資料 □ □ 

２１ 下請引取り検査結果記録 □ □ 

２２ コストに関する資料 □ □ 

２３ 週休２日工事の達成状況に関する資料 □ □ 

２４ 建設産業廃棄物処理結果報告書 □ □ 

２５ 建設廃棄物処理委託契約書の写し、産業廃棄物管理票（マニフェスト）の写し □ □ 

２６ 再生資源利用実施書、再生資源利用促進実施書 □ □ 

２７ 工事実績データ □ □ 

２８ 火災保険、建設工事保険その他の保険等の証書（設計図書に定めがある場合） □ □ 

２９ 建設業退職金共済等（共済証紙受払簿、証紙貼付状況報告書、共済証紙受領書） □ □ 

３０ 安全管理に関する資料（点検記録、店社パトロール、ＫＹ活動） □ □ 

３１ 検査に必要な足場、はしご等の仮設物以外の撤去、後片付け □ □ 
 

  ※書類の有無又は現場にて確認したかどうかチェックすること。



 

 

様式第１８号（第２９条関係） 

 

 

工 事 完 成 引 渡 し 書 

 

   年   月   日  

 

 

  福島市長 

 

 

  
住 所 

 

 受 注 者   

  
氏 名  

請け負いました下記工事が完成しましたので、引渡します。 

 

 

 

契 約 番 号  

工 事 名  

工 事 場 所 福島市 

請 負 金 額 ￥ 

契 約 工 期 着工     年  月  日 完成     年  月  日 

完 成 年 月 日 年   月   日 

検 査 年 月 日 年   月   日 

 

 


